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土木請負工事における安全・訓練等の実施について

　土木請負工事の施工に際しては、これまでも安全に配慮した工事の実施に努
めてきたところであるが、一層の安全を確保するため土木請負工事の各現場に
おいて、工事の内容に応じた安全・訓練等を実施することとしたので下記のと
おり通知する。

記

１．安全・訓練活動の徹底
　土木請負工事の実施に際し、作業の安全を確保するためには、工事関係者
はもとより直接作業を行う作業員が安全に対する理解を深めることが最も重
要である。
　このため、個々の工事現場の作業内容に応じた安全・訓練活動をとおして
安全意識の高揚を図り、安全な工事を実施できる体制及び環境を整えること
とする。
２．安全・訓練等の積算上の位置付け
　工事費の積算において、作業の安全を確保するために必要となる安全・訓
練等に要する費用については、現場管理費の「安全・訓練等に要する費用」
に必要額を見込み現場管理費率を設定している。
３．安全・訓練等の契約図書における取扱い
　工事契約に際し、当面の間、特記仕様書に安全・訓練等の実施項目を条件
明示するものとする。また、安全・訓練等の実施に際しては、個々の工事に
おいて工事着手後、原則として作業員全員の参加により月当たり半日以上の
時間を割当てて安全・訓練等を実施することを義務付けることとする。
４．安全・訓練等の実施状況の確認
　安全・訓練等の実施状況については、書類の簡素化に配慮しつつビデオ等
又は工事報告（工事月報）に記録し、提出させるものとする。
５．施工計画における安全・訓練等の活動計画の立案
　施工に先立ち作成する施工計画書に、個々の工事内容に応じた安全・訓練
等の具体的な活動計画を明記し、提出させるものとする。
６．適　　　　　用
　この通達は、平成４年４月１日以降発注する工事に適用する。
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